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長時間労働の男女差の要因分解
―性別職域分離と長時間労働をもたらす仕事特性に注目して―

Decomposition of Gender Differences in Long Working Hours
Focusing on Gender Occupational Segregation and Job Characteristics

that Lead to Long Working Hours

田　　上　　皓　　大*
Kōta Tagami

This study examines factors that explain gender differences in occupational life
and working styles. Specifically, I analyze how gender differences in occupational
distribution (gender occupational segregation) can explain gender differences in work-
ing hours. Men generally work longer hours than women, potentially because the
occupational distribution of men is skewed toward occupations with longer working
hours. Previous studies have indicated that working hours tend to be longer in jobs
that are interpersonal and non-manual, and the proportion of long working hours
may differ by occupation. This study analyzes the association between gender differ-
ences in long working hours and gender occupational segregation using the DiNardo–
Fortin–Lemieux decomposition method. This method estimates outcome values in a
counterfactual situation in which the distribution of the independent variable in the
group of interest is the same as the distribution in the other group.

The results show that 1) the distributional effect of the independent variables on
the gender difference in long working hours is sufficiently large that it is important
to consider differences in socio-demographic attributes and work-related variables
in the labor market. 2) Occupation contribution is larger than industry, firm size,
and length of service. Moreover, the gender occupational segregation explains the
gender difference in long working hours. 3) However, men’ s occupational distribution
characteristics are not clearly biased toward occupations with long working hours,
and the job characteristics of “interpersonal and non-manual” are not related to the
gender difference in long working hours. Thus, occupation type has an essential role
concerning gender inequality in work style.
Key words : Long working hours, gender job segregation, job characteristics, gender

inequality in work style, DFL decomposition
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1．序論

今日長時間労働の是正をめぐる政策的な動きは歴史的に大きな局面を迎えている。かつて高度経済成
長を支えた日本の労働者の「勤勉性」は，社会が成熟していくにつれて「働きすぎ」とみなされるよう
に変容した（間 1996）。この「働きすぎによる経済成長」は 1970 年代頃から不公平競争として各国から
批判されることになり，日本では 1987 年の労働基準法改正から 10 年かけて，週休二日の達成と法定労
働時間の引き下げ（週 48 時間から週 40 時間）という労働時間制度の改革が行われた。その翌年 1988
年には，過労死・過労自死の相談窓口として「過労死 110 番」が設置されたことからも当時から長時間
労働問題が関心を集めていたことがわかる（川人 2014）。しかし，週休二日制の達成のために休日（土
曜日）の労働時間が平日の残業へと転嫁されることになり，実質的な労働時間の削減の程度はかなり小
さかったことも指摘されている（山本・黒田 2014: 第 1 章; Kawaguchi et al. 2008）。1990 年代以降は，
バブル崩壊による不況期のなか，非正規雇用の増大に伴って労働時間の二極化が生じたり（厚生労働省
2007: p.122），少数精鋭化した正社員が長時間労働化したり（Genda et al. 2015），長時間労働問題がよ
り一層注目されるようになった（玄田 2005; 小倉 2007）。そして，2007 年に「仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）憲章」が制定され，その後 2019 年には働き方改革関連法において，戦後初めて
時間外労働時間の上限が規定される労働基準法改正が行われている。

このように長時間労働は，長らく日本における深刻な労働問題の一つとして位置づけられてきた。長
時間労働は，「仕事に投入できる時間に制約の無い無限定的な働き方」を要求する日本的な雇用システ
ムの副産物であり，いわゆる「日本的な働き方」の典型として捉えられている部分もある（小倉 2008;
鶴 2019）。しかし，こうした働き方が実際に適用されているのは多くの場合男性正社員であり，女性や
パートタイム労働者など非正社員においては長時間労働は顕著ではない。つまり，こうした意味におい
ては，長時間労働は日本の男性正社員に特有の労働問題である（佐藤 2008）。特に喫緊の課題である男
女均等や女性活躍といった点からも男性の長時間労働の是正が重要である。2021 年の育児・介護休業
法の改正において男性の育休取得推進のための枠組みが整備されたことからもわかるように，近年女性
の就業継続・活躍においては男性の家庭進出が重要であると考えられている（池田 2010）。しかし，労
働時間が長い男性（夫）ほど家事・育児参加度が低いことがわかっており（永井 2004; 松田 2004），す
なわち男性（夫）の長時間労働が女性（妻）の職場進出を阻害していることが示唆されている。また，
男女均等や女性活躍という文脈で，長時間労働などの労働供給に制約のない無限定的な働き方が求めら
れることが女性の職域拡大を阻害していることも指摘されている（労働政策研究・研修機構 2010）。さ
らに，男性の長時間労働傾向が割増賃金の獲得を通して男女間賃金格差の縮小を阻害していることも指
摘されており（Cha and Weeden 2014; Weeden et al. 2016），長時間労働の男女差の是正は単にワーク・
ライフ・バランスの向上のみならず，働き方の男女不平等の縮小にも寄与しうる。

本研究においては，こうした視点から是正すべき働き方の男女不平等の一例として長時間労働をとり
あげる。働き方の男女不平等として頻繁に研究されている男女間賃金格差問題では，女性の就業継続や
昇進など女性の働き方を男性に近づけていくという想定のもとで，格差に関連する要因が検討されてい
る。しかし，上述のように問題の対象は男性の長時間労働傾向にあるため，本研究における長時間労働
の男女差に関しては，男性の働き方を女性に近づけていくという想定のもとで，格差に関連する要因を
検討する。長時間労働問題において介入すべきは男性の働き方であり，その介入の基準として女性の働
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き方と比較することが有効である。
さらに，本研究では，長時間労働の男女差を説明する要因として職業に注目する。社会学における職

業の捉え方は，産業・企業規模・職種・雇用形態などを含む広義のものと，職種のみを対象とする狭
義のものがあるが（長松 2018），本研究では狭義の職業に注目する。職業は社会学において人々の働き
方を捉える重要な概念である。例えば，社会学では伝統的に働き方の男女差を性別職域分離（gender
occupational segregation）によって捉えてきた（Charles and Grusky 2005）。また，社会階層論におい
ては，社会生活上のライフチャンスに関する不平等構造を職業的地位尺度によって捉えている（長松
2018）。こうした文脈から，男女間賃金格差研究においては，人的資本に注目する経済学に対して（Hara
2018），社会学では広義・狭義両方の職業に注目するという特徴がある（山口 2017）。しかしながら，男
女間賃金格差については，個別の要因に注目した場合，職階や勤続年数の違いが重要であり，職業の影
響は大きくないことがわかっている（山口 2017）。一方，長時間労働の男女差については，男女の職業
の違い（性別職域分離）によって説明できるかは十分に検討されていない。仕事領域が社会生活の大部
分を占めるようになってきた今日の雇用社会において，人々の職業生活は単に収入を得るのみならず，
自己実現や社会参加という意味おいても重要性を増してきている。このような背景のもと，男女間の長
時間労働の差がどのような要因と関連しているかを明らかにすることは，長時間労働の是正に取り組む
上で重要な意義がある。

2．理論的背景と問い

2.1．長時間労働の男女差
働き方の男女不平等に関する先行研究は多いものの，男女間賃金格差を対象とするものがほとんどで

あり，長時間労働または労働時間の男女差を検討する研究は相対的に少ない。しかし，その数少ない研
究においても，男性（夫）の家事・育児時間との関連や生活時間の男女差に注目するものがほとんどで
ある。前者においては，全国家族調査（NFRJ）を用いて，長時間労働によって生活時間に余裕がなく
なってしまうことが男性の家事・育児参加度を減少させていることを示した永井（2004）や松田（2004）
が代表的な研究として挙げられる。後者に関しては，社会生活基本調査を用いて，男性は相対的に仕事
時間が長く，女性は相対的に家事時間が長いことを示した矢野（1995）が挙げられる。これらの研究は，
厳密にいえば労働時間・長時間労働の男女差を直接的に扱っているわけではないが，性別役割分業を
前提として男女での生活時間の使い方（Time Use）の違いを検討しているものである。「男性は外で働
き，女性は家を守る」という性別役割分業のもとでは，男性の長時間労働傾向はある意味自明である。

こうした研究群の蓄積とは対照的に，本研究と同じように性別職域分離に注目して労働時間・長時間
労働の男女差を検討する日本の研究は管見の限り存在しない。アメリカでは Youngjoo Cha が長時間労
働と性別職域分離の関連を示している。Cha（2013）は，長時間労働規範が適用される男性優位の職業
についている母親は，長時間労働をした場合その職業から離職しやすいことを指摘している。この理由
として，Cha は，母親は性別役割分業のもとで子育て役割が期待されているため，長時間労働の要請
に応えることが難しく，そうした職業でのキャリアが維持しにくくなっていると述べている。さらに，
Cha は男性優位の職業からの母親の離職傾向がさらに性別職域分離を強化していると結論づけている。

本研究の関心とは逆向きの関連を分析しているものの，Cha の議論に基づけば，男性の長時間労働傾
向を男性の職業の特徴に求めることも可能である。Cha 自体は，上記の永井（2004）や松田（2004），矢
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野（1995）と同様に性別役割分業のもとで男性の労働時間が長くなると想定している。しかし，男性の
長時間労働傾向は，性別という社会人口学的属性に起因しているだけではなく，男性に特徴的な働き方
に起因している可能性もある。こうしたことから本研究では，男性の長時間労働傾向が男性に典型的な
職業の特徴と関連していると考え，長時間労働の男女差が性別職域分離によって説明できるのかを検討
する。そのためには，長時間労働がどのような職業と関連しているのかを整理する必要がある。

2.2．長時間労働の要因
日本における長時間労働や労働時間に関する研究は，特に「働きすぎ」が社会的な問題となった 2000

年代以降，多くの社会科学分野で増加している。本節においては，まず長時間労働や労働時間に関する
先行研究のレビューを行う。なお，厳密には「労働時間が長いこと」と「長時間労働」は同一概念では
ない。前者は相対的な労働時間の長短を問題にしているが，後者は一定の時間以上（例えば週 60 時間
以上）の労働を行っているかどうかを問題としている。一般的に長時間労働とみなされないケースにお
いても，働いている本人が自身の労働時間に関して長いと感じることもありうる。このような現象を捉
えるためには「労働時間のミスマッチ」という概念を用いる必要があるが，以下では原則「労働時間が
相対的に長く，かつ客観的な基準に照らし合わせても長時間労働であるケース」を念頭においている。
労働時間のミスマッチについては田上（2021）を参照されたい。

日本的雇用システムの影響
まず，序論で述べたように，長時間労働の要因を日本的雇用システムに求める研究がある（鶴 2019;

佐藤博樹 2008）。鶴（2019）は日本における正社員の働き方を「無限定的正社員システム」と呼び，そ
の特徴を勤務地・職務・労働時間が事前に限定されていないという点にもとめている。この無限定的正
社員システムが日本に導入されている理由として，しばしば鶴は日本が「メンバーシップ型」の雇用社
会であることを指摘している。メンバーシップ型雇用のもとでは，会社が従業員の採用や配置転換・異
動に関して強い人事権を持っており，「雇用契約上担当する職務が明確に規定されない」形で雇用契約
が結ばれる（佐藤 2022; 濱口 2009）。勤務地や職務に関して無限定的であるために人事管理上様々な処
遇が柔軟に行える。厳密には労働時間それ自体が無限定的であるわけではないが，投入できる労働時間
に制約の無い男性正社員がこうした人事管理システムの適用対象として想定されることで，労働時間に
関しても無限定的になりやすい（佐藤博樹 2008）。このように働き方に関する「無限定性」が「無制約
性」へとすり替り，労務管理が曖昧になることが長時間労働を許容しやすくしている。

労働経済学の視点
労働経済学では，日本的な労働市場の特徴において，長時間労働を需要する企業の経済的合理性がよ

り正当化されるため，労働者の労働時間が長くなりやすいと考えている（山本 2019）。
企業特殊的な人的資本が重宝される日本では長期的な勤続や企業内訓練を重視するため（八代 1997;

Estevez-Abe, Iversen, and Soskice 2001），労働者一人あたりの固定費用が高くなる。企業は自らが獲得
する利益を最大化するために必要なコストを最小化しようとするが，日本においては一人あたりの固定
費用が高いため，労働者数ではなく労働者一人あたりの労働時間を調整するほうが合理的となる（杉浦
2009; Borjas 2012: ch2; Hamermesh 1993）。こうして，将来の経済不況への対処として平時から長時間
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労働を需要するインセンティブが企業に生じる。事実，労働者数による雇用調整が一般的である欧米諸
国と比べて日本は雇用調整速度が遅いことが指摘されており，これは日本が労働時間による雇用調整を
主として採用していることの現れであるとされている（村松 1995; 樋口 2001）。また，労働者の固定費
用が大きい企業に勤める人ほど労働時間が長いことも指摘されている（山本・黒田 2014: 第 7 章）。

企業内訓練によって企業特殊的人的資本の育成を行う場合，労使双方がその投資コストを負担する共
同投資の形が採用される（Hashimoto 1981）。これは，企業特殊的人的資本が他の企業においては通用
しにくく，その育成への投資がサンクコスト化しやすいからである（Becker 1993）。こうした状態は一
般的に労使双方の機会主義的行動を誘発しやすい「ホールドアップ状態」といわれるが，転職市場が未
発達で労働者の退出オプションが少ない日本の労働市場においては実質的には「買い手独占状態」にな
りやすい（樋口 2010; 山口 2009）。そして，買い手独占状態のもとでは労働者の選択の余地が小さくな
るため，企業による長時間労働の需要を受け入れざるを得ない。

社会学の視点
長時間労働の経済的合理性を主張する労働経済学に対して，社会学においては長時間労働や労働時間

が長くなる働き方のコンテクストに注目している（小野 2016）。本研究で注目する職業も働き方や仕事
の文脈を捉えている概念として理解できる。

長時間労働に繋がりやすい働き方として例えば仕事の自律性の低さが挙げられている（高見 2016）。
古典的には，マルクス主義の議論において労働者の従属性が議論されている。そこでは，資本家階級に
よる労働の私的所有によって生じる労働者階級の働き方の制約性に注目し，両者における対立が主に労
働時間の延長・短縮をめぐる闘争として表れることが主張されている（森岡 2019）。マルクス主義の影
響を強く受ける労働社会学においては，労働者がどの程度雇用主の管理・監視から自由であるかや自ら
の仕事についての決定権があるかに注目してきた（高見 2019）。こうした仕事の文脈においては，上述
のような経済的合理性に基づく企業からの長時間労働の需要を拒否することが難しくなり，さらに自ら
の業務の時間的なコントロールが思うようにいかず，労働時間が長くなりやすい（高見 2016）1）。

さらに，長時間労働をもたらす仕事特性にも関心が集まっている（小倉 2007; 労働政策研究・研修機
構 2005; 2009; 2011）2）。労働時間が長くなることの直接的な原因は残業（時間外労働）が多いことであ
るが，残業理由として多く挙げられるのが「所定労働時間内では片付かない仕事量だから」というも
のであり，そもそもの業務量の多さが影響していることが指摘されている（労働政策研究・研修機構
2005）。要員マンパワーが考慮されずに業務が割り当てられているために業務が多くなりやすいという
背景もあるが（佐藤厚 2008），対人的・ノンマニュアル・非定型的な業務に従事しているという仕事特
性が関連している（労働政策研究・研修機構 2009; 2011）。なお，こうした仕事特性が当てはまる職種
は管理職や専門職，販売職，サービス職などである（労働政策研究・研修機構 2011）。

長時間労働の要因として職種以外に注目する研究はあまり多くないが，例えばサービス産業において
長時間労働が多いことが指摘されている（長松 2011）。中小企業で長時間労働が多いことが一般的に知
られているが，企業規模ごとの労働時間の違いは，そもそも中小企業においては厳密に労働時間が把握
されていない可能性があるなど人事労務慣行の違いによるものも大きいと考えられる。また，近年企業
規模間の労働時間格差は縮小しつつあることも指摘されている（神林 2010）。勤続年数に関しては，経
済学的な視点からではあるが，労働時間と明確な関連は見られないとする研究がある（田上 2022）。
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2.3．問い
以上のように長時間労働の要因に関する先行研究は分野を問わず多々存在している。本研究において

はこれらのうち仕事特性を扱う先行研究に注目する。序論で述べたように，社会学においては伝統的に
人々の職業生活と様々なライフチャンスの関連に関心を寄せてきた。小野（2016）の言葉を借りれば，
働き方の文脈とそれがもたらす報酬や処遇との関連を検討することが社会学の特徴である。人々の仕事
の特徴を職業という概念によって捉えた上で長時間労働との関連を検討するのが，社会学的な労働時間
研究の作法として妥当である。

本研究において明らかにする問いは，長時間労働の男女差は性別職域分離によって説明できるのかで
ある。対人的・ノンマニュアル・非定型的な業務に就いているほど労働時間が長くなりやすいという指
摘は（労働政策研究・研修機構 2009; 2011），職業レベルでも妥当であると考えられる。つまり，このよ
うな業務が多い職業ほど長時間労働である可能性が高い。そして，管理職や専門職，販売職，サービス
職ではこうした業務が多いと考えられる。したがって，女性と比べたときの男性の職業分布がこうした
職業に偏っている場合，男性の労働時間は平均的に長くなりやすい。この仮説が妥当である場合，男性
の長時間労働という働き方の特徴は，男性に特有の職業分布によって説明されることになる。

3．分析枠組みと分析手法

3.1．反実仮想的要因分解アプローチ
以上の問いを検討するためには，「長時間労働の男女差のうちどの程度が職業分布の男女差によって

説明されるのか」を検証する必要がある。こうした問いを検討する典型的な手法は，（OLS やロジス
ティック）回帰分析を用いて，労働時間の長さや長時間労働ダミーと関連する要因を明らかにするとい
うものである。また，性別によってその要因が異なっているかを検討する場合は，性別ごとに回帰分析
を行うか，主な変数について性別との交互作用効果を確認することもできる。

本研究では，この従来型の回帰分析アプローチではなく，労働経済学における男女間賃金格差研究
などで一般的に用いられる「反実仮想的要因分解アプローチ Counterfactual Decomposition Approach

（以下，要因分解法）」（Fortin et al. 2011）を採用する。要因分解法とは，端的にいえば，アウトカ
ムのグループ間差異を①グループ間の独立変数の分布の違いによって説明できる部分と（分布効果：
composition effect）と②それ以外の説明できない部分の 2 つに分解する方法である。グループ間差異の
要因分解法では，「注目するグループにおける独立変数の分布がもう一方のグループにおける分布と同
じ」という反実仮想状況でアウトカムの値を推定することが目的となる。本研究における要因分解法の
手続きについて述べる前に，この手法を採用する理由について述べる。
「注目するグループにおける独立変数の分布がもう一方のグループにおける分布と同じ」という反実

仮想状況は，社会経済に何らかの集団的介入を行ったと想定したときの投影（projection）の一種であ
る。この手法の伝統的な応用例である男女間賃金格差問題とそれへの政策的介入を例に考えてみよう。
よく知られているように日本における男女間賃金格差は大きく，その主要因は男女で勤続年数と役職の
分布が異なっているということである（山口 2009; 2017）。つまり，女性の勤続年数が短く，また管理職
割合が低いということが女性の賃金の低さに繋がっている。こうした問題に対して，政府は，男女雇用
機会均等法や育児・介護休業法，女性活躍推進法などに代表されるように，就業継続・両立支援によっ
て女性の勤続年数の長期化，企業におけるポジティブ・アクションの促進によって女性の管理職割合の
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増加に取り組んでいる。言い換えれば，女性の勤続年数と管理職割合を男性のそれらに限りなく近づけ
ることが上記の政策的介入の目的となる。男女間賃金格差の要因分解では，典型的には女性の独立変数
の分布が男性と同じという反実仮想状況での女性の賃金を推定するため，男女雇用機会均等法や育児・
介護休業法，女性活躍推進法などの政策的介入が完遂したという想定のもとで投影される将来の社会経
済の姿を知ることができ，当該介入を現実に即して評価する上では非常に有益である。

さらに，反実仮想状況でアウトカムの値と現実で観察されている値を比較することで，反実仮想状況
を作り出すにあたって調整した独立変数の分布効果を把握することができる。例えば，女性の勤続年数
を男性と同一にした時の女性の賃金が男性の賃金の観察値と同じになった場合（反実仮想的な男女間賃
金格差がゼロの場合），男女間賃金格差のすべて（100％）が勤続年数の男女差によって説明できること
になる。アウトカムのグループ間差異のうち，グループ間の独立変数の分布の違いによって説明できる
部分を割合として特定できるのも要因分解法の特徴である。

男女を含めたモデルでアウトカムに関する要因を検討するといった従来型の回帰分析アプローチは特
定の条件のもとでの反実仮想値を推定するものではないため，上述のようなメリットを有しているわけ
ではないが，回帰分析アプローチと要因分解法は数理モデル的に全く異なるわけではない。例えば，女
性サンプルのみを用いて推定された賃金関数に，男性サンプルにおける独立変数の平均値を代入する
と，女性の独立変数の分布が男性と同じになったときの女性の賃金の反実仮想値を得ることができる。
なお，こうした手順によって賃金格差の要因分解を行っているのが OB（Oaxaca-Blinder）分解と呼ば
れる手法である。つまり，本研究で用いている要因分解法は従来型の回帰分析アプローチを応用した手
法である。ただし，後述するが本研究で用いる DFL 要因分解法は，OB 分解のようにアウトカムに関
するモデルを用いないセミパラメトリックであるという点にも特徴がある。

3.2．DFL 要因分解法
要因分解法には，注目しているアウトカムのタイプと前提となるモデルによって，表 1 のように分け

られる（Fortin et al. 2011）。使用する変数については後述するが，本研究では長時間労働の指標として
週60時間以上ダミーを用いるため，確率の差の要因分解に適用できるDFL（DiNardo–Fortin–Lemieux）
要因分解法（以下 DFL 分解）を用いるのが妥当である（DiNardo et al. 1996）。同様の理由から山口

表 1　要因分解手法

要因分解 アウトカムのタイプ モデル
OB (Oaxaca 1973;
Blinder 1973)

平均値の差
（例：男女間の賃金格差） OLS 回帰モデル

JMP (Juhn, Murphy, &
Pierce 1993)

平均値の差の差
（例：男女間賃金格差の時点間変化） OLS 回帰モデル

DFL (DiNardo, Fortin, &
Lemieux 1996)

アウトカムの分布またはその分布統計量の差，確率
（離散変数の平均値）の差
（例：男女の賃金分布の男女差，長時間労働割合の
男女差）

セミパラメトリックモデ
ル（傾向スコアを用いたリ
ウェイティング）

FFL (Firpo, Fortin, &
Lemieux 2009)

アウトカムの分布またはその分布統計量の差
（例：男女の賃金分布の男女差）

RIF（Recentered Influence
Function）回帰モデル

出所：Fortin et al．（2011）をもとに筆者作成
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（2017）は DFL 分解を昇進の男女格差に応用している。
DFL 分解では，傾向スコアを用いた逆確率重み付け法（inverse probability weighting: IPW）によっ

て，「注目するグループにおける独立変数の分布がもう一方のグループにおける分布と同じ」という反
実仮想状況を作り出す。ここでは，男性の職業の分布を女性と同一にする場合を例として DFL 分解の
手順を簡単に説明する。まず，全分析対象を用いて，女性ダミーをアウトカム，職業を独立変数にした
ロジットモデルを推定し，その予測値を求める。この予測値はいわゆる傾向スコアであり，言い換えれ
ば，全分析対象に対して「職業基準の女性らしさスコア」が得られたことになる。仮に女性はサービス
職が多いといった性別と職業の関連が見られる場合，サービス職に就いている人は「女性らしさスコ
ア」が高くなる。もちろん，男性のケースであってもサービス職である場合，この「女性らしさスコア」
は高くなるが，性別と職業に関連がある以上，このような男性の数は相対的に少ないはずである。仮に
男性グループにおいて「女性らしさスコア」が高い人の割合が女性グループと同等であれば，その男性
グループは職業という点で女性グループと差がないとみなすことができる。そして，男性のサンプルに
限定して，「女性らしさスコア」の逆確率をウェイトとして長時間労働割合を計算することで，男性の
職業分布が女性と同一という反実仮想状況での男性の長時間労働割合が得られる。仮に長時間労働の男
女差すべてが職業分布の男女差によって説明できる場合，この反実仮想状況での男性の長時間労働割合
は女性と全く一緒になる。このように，DFL 分解では，「女性らしさスコア」が高い男性のウェイトを
大きく，「女性らしさスコア」が低い男性のウェイトを小さくすることによって，性別と職業に関連が
ない状況を統計学的に作り出している。

上述の手続きを数理モデルによって定式化すると以下の通りである（Fortin et al. 2011）。まず，男性
（M）と女性（F）のアウトカムの累積密度関数はそれぞれ次のように表せる。

FYF (y) =

∫
FYF |XF

(y | X)dFXF (X)

FYM (y) =

∫
FYM |XM

(y | X)dFXM (X)

そして，男性の独立変数の分布を女性と同一にした場合の男性の反実仮想値は次のように表せる。

FY C
M
(y) =

∫
FYM |XM

(y | X)dFXF (X)

=

∫
FYM |XM

(y | X)Ψ(X)dFXM (X)

Ψ(X) =
dFXF (X)

dFXM (X)

DFL 分解では，男性の独立変数の周辺分布を女性の独立変数の周辺分布に置き換えるために，リウェ
イティング・ファクター Ψ(X) を用いる。つまり，リウェイティング・ファクターを重みとして，男性
のアウトカムの累積密度関数 FYM を計算することで，男性のアウトカムの反実仮想値 FY C

M
を得ること

ができる。また，リウェイティング・ファクターは，ベイズの定理を用いて次のように表せる。

Ψ(X) =
dFXF (X)

dFXM (X)
=

Pr (X | DF = 1)

Pr (X | DF = 0)
(Using Bayes’ rule)

=
Pr (DF = 1 | X) /Pr (DF = 1)

Pr (DF = 0 | X) /Pr (DF = 0)
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したがって，リウェイティング・ファクターは，女性ダミーを従属変数とするロジットモデルから算
出される予測値 Pr (DF = 1|X) と，サンプルにおける女性割合 Pr (DF = 1) を用いて，簡単に計算可能
である。そして，以下のように，現実におけるアウトカムの男女差と反実仮想的な男女差を比較するこ
とによって，当該独立変数による分布効果の寄与率を把握することができる。なお，注目しているすべ
ての独立変数の総合的な分布効果を特定することは総計的要因分解（aggregate decomposition）と呼ば
れる。

(FYM − FYF )−
(
FY C

M
− FYF

)
FYM − FYF

=
FYM − FY C

M

FYM − FYF

対して，複数の独立変数を用いたときに全体の分布効果に占める個々の独立変数の寄与率を特定する
ことは細目的要因分解（detailed decomposition）と呼ばれる。Fortin et al.（2011）が指摘しているよ
うに，回帰モデルを応用する古典的な要因分解法である OB 分解と異なり，DFL 分解では細目的要因
分解が容易ではない。Fortin et al.（2011）では，DFL 分解における細目的要因分解に関して，「その他
の共変量を条件付けたうえで，注目している独立変数の分布をグループ間で同一にしたとき」の反実仮
想的状況でのアウトカムを，総計的要因分解で得られた反実仮想アウトカム及び実際の観察値と比較す
る方法を提案している。例えば，単純に男性の職業分布を女性と同一にしたとしても，職業は産業や企
業規模などとも関連しているため，推定される反実仮想アウトカムは実質的には職業変数以外の共変量
の分布の影響も受けてしまっている。そこで，他の共変量の影響を統制したうえで注目している独立変
数の分布をグループ間で同一にする作業が必要になる。

注目している独立変数が 3 つあり，このうち変数 3 の分布効果の寄与率に関心があるとする。変数 1
及び変数 2 を条件づけたときの男性の変数 3 の分布が女性と同一である場合の男性の反実仮想値は次の
ように表せる。

F
Y

C,X3
M

(y) =

∫
FYM |XM

(y | X)dFXF (X3 | X1, X2) dFXM (X1, X2)

=

∫
FYM |XM

(y | X)ΨX3|X1,X2
(X1, X2) dFXM (X3 | X1, X2) dFXM (X1, X2)

=

∫
FYM |XM

(y | X)ΨX3|X1,X2
(X1, X2) dFXM (X1, X2, X3)

さらに，このリウェイティング・ファクター ΨX3|X1,X2
は，次のように 2 つのリウェイティング・

ファクターの比として表せる。

ΨX3|X1,X2
(X1, X2) =

dFXF (X3 | X1, X2)

dFXM (X3 | X1, X2)

=
dFXF (X1, X2, X3) /dFXF (X1, X2)

dFXM (X1, X2, X3) /dFXM (X1, X2)

= Ψ (X1, X2, X3) /Ψ (X1, X2)

前者 Ψ(X1, X2, X3) は，次のように，3 つの独立変数すべてを用いたロジットモデルの予測値を用い
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て計算可能である。

Ψ(X1, X2, X3) =
dFXF (X1, X2, X3)

dFXM (X1, X2, X3)

=
Pr (X1, X2, X3 | DF = 1)

Pr (X1, X2, X3 | DF = 0)

=
Pr (DF = 1 | X1, X2, X3) /Pr (DF = 1)

Pr (DF = 0 | X1, X2, X3) /Pr (DF = 0)

後者 Ψ(X1, X2) は，次のように，変数 1 及び変数 2 のみを独立変数として用いたロジットモデルの
予測値を用いて計算可能である。

Ψ(X1, X2) =
dFXF (X1, X2)

dFXM (X1, X2)

=
Pr (X1, X2 | DF = 1)

Pr (X1, X2 | DF = 0)

=
Pr (DF = 1 | X1, X2) /Pr (DF = 1)

Pr (DF = 0 | X1, X2) /Pr (DF = 0)

上記の手続きによって得られた反実仮想値を用いて，観察されている男女差に対する比率 (FYM−
F
Y

C,X3
M

)/(FYM − FYF ) や，総計的要因分解で得られた総分布効果に対する比率 (FYM − F
Y

C,X3
M

)/

(FYM − FY C
M
) を計算することによって，変数 1 及び変数 2 を条件づけたときの変数 3 の個別の分布効

果の寄与率を特定することができる。
以上の方法を用いて，本研究では，まず「男性のすべての独立変数の分布が女性と同じであったとき

の男性の長時間労働割合」を推定し，この値を実際の男性の長時間労働割合と比較することで総計的要
因分解を行う。次に，「（他の共変量について条件づけた）男性の職業分布が女性と同じであったときの
男性の長時間労働割合」を推定し，細目的要因分解を行う。細目的要因分解については，産業・企業
規模・勤続年数についても同様に行い，職業の分布効果の寄与率と比較する。なお，リウェイティン
グ・ファクターの計算に際して必要となるロジットモデルの推定にあたっては，R の glm コマンドを用
いた。

4．データ・分析対象・変数

使用するデータは統計センターより提供されている『平成 19 年就業構造基本調査』（総務省）の匿名
データである。データとしては 10 年以上前になるが，2000 年から 2010 年頃にかけて長時間労働問題
は社会的な注目を集めており，本研究の問いを検証する上で最も適当である。

分析対象は学生を除く 15 歳以上の正規雇用者で年間 200 日以上就業者しているものである
（N=201,154，男性約 68％）。長時間労働は基本的に正規雇用者における問題である。男女の働き方
の違いで最も大きい特徴の一つが雇用形態であり，正規に比べてパートタイムの労働時間が短い。した
がって，男女間の長時間労働割合を説明する要因として雇用形態が大きな影響を持っていることは自明
である。本研究では，こうした自明の問いではなく，同じように雇用管理が行われているであろう正社
員においても長時間労働の男女差があり，これが雇用形態以外の要因によって説明できるのかを検討す
ることが重要であると考えている。また，就業構造基本調査では，年間の就業日数が 200 日以上，もし
くは年間 200 日未満の就業者であっても規則的な就業の場合に 1 週間の平均的な労働時間を尋ねてお
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り，不規則的に就業しているものの労働時間を把握することができない。すべての就業者の労働時間を
把握できず，雇用形態間の比較が不完全になってしまうため，本研究においては，年間 200 日以上就業
しているものに限定し，よりフルタイムに近い労働者を分析対象とする。

アウトカムとなる長時間労働の指標としては，平均的な週の労働時間が 60 時間以上であることを示
すダミー変数（60 時間ダミー）を用いる。どのくらいの労働時間を「長時間」とみなすかについて明確
な基準はないが，慣例的に「週の実労働時間が 60 時間以上である」ことが用いられることが多い。注
目する職域変数としては職業（59 カテゴリー）を用いる。性別職域分離の議論においては一般的には職
業（分類）に着目されることが多いが，社会階層論における広義の「職業（仕事・働き方）」概念には，
産業や企業規模などの変数も含まれる（長松 2018）。そこで，職業変数との比較のために，産業（45 カ
テゴリー），企業規模（13 カテゴリー），勤続年数も仕事・働き方を捉える変数として用いる。カテゴリ
カル変数の詳細については巻末の補足資料を参照されたい。勤続年数は，カテゴリカル変数として提供
されているが各選択肢の中間値を採用し，勤続 5 年が 0 となるように中心化した上で，連続変数として
使用している。その他に，年齢（40 歳で中心化），有配偶ダミー，未就学児同居ダミー，世帯人数（4 人
で中心化），学歴（カテゴリー），世帯収入（600 万円で中心化）を統制変数として用いる。なお，使用
する変数に欠損のあるケースは除外した。使用する変数の記述統計量については巻末補足資料を参照さ
れたい。

5．結果

5.1．記述的分析
まず，記述的分析によって性別・職業・長時間労働の関連を確認する。表 2 に長時間労働割合の男女

差を示した。当然のように長時間労働は男性に多く，男女の差は約 10％ポイントとなっている。本研
究の目的は，この 10％ポイントのうち，どの程度が職業分布の男女差に起因するものなのかを明らか
にすることである。

次に職業ごとの長時間労働割合を図 1 に示した。上述のように本研究で用いている職業変数は 59 カ
テゴリーあり，すべてについて結果を表示すると冗長になる。そこで，長時間労働割合が高い上位 20
の職業について図示している。また，図中には労働時間が長くなりやすい業務が多いとされる職業大分
類項目（「専門・技術」「販売」「サービス」）については色によって強調表示している。

図 1 によると，最も長時間労働割合が高い職業は「医師」で，2 番目は「自動車運転者」となってい
る。この 2 つの職業については，今日の働き方改革において特に重点的に長時間労働の是正が求められ
ている職業である。

厚生労働省医政局は，2017 年に「医師の働き方改革に関する検討会」を設立し，2019 年には計 22 回
にわたる議論の報告書を公表している 3）。そこでは，医師の長時間労働の背景には様々な要因があると

表 2　長時間労働割合の男女差

性別 長時間労働割合 N
男性 17.0％ 136778
女性 6.8％ 64376
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図 1　職業ごとの長時間労働割合

されているが，医師には「正当な理由なく診療を拒んではならない」という応招義務がある上に，診療
業務が不確実性が高く，高度の専門性や技術革新と水準向上を求められるために，労働時間が際限なく
長くなりやすいということが指摘されている 4）。このような医師の業務の特徴は，まさに上述の「対人
的・ノンマニュアル・非定型的な業務」に該当する（労働政策研究・研修機構 2009; 2011）。医師に対し
ては 2024 年 4 月から働き方改革関連法（2019 年）によって導入された時間外労働の上限規制が適用さ
れるが，厚生労働省医政局においては引き続き「医師の働き方改革の推進に関する検討会」において医
師の長時間労働是正の対策が検討されている 5）。

トラックドライバーやタクシー運転手などが含まれる「自動車運転者」も長時間労働が深刻化してお
り，医師同様 2024 年の時間外労働の上限規制適用に向けて長時間労働是正対策を検討するべく，労働
政策審議会労働条件分科会にて個別の委員会が設けられている 6）。厚生労働省（2021）によると，令和
2 年度の「脳・心臓疾患の労災請求件数」が最も多い職種は「自動車運転従事者」7）である。自動車運
転者は，「対人的・ノンマニュアル・非定型的な業務」に完全に対応しているわけではないが，顧客都
合の働き方が求められるという点においてはサービス職に近い特徴がある。

上記 2 つの職業以外にも，図 1 からは「対人的・ノンマニュアル・非定型的な業務」の特徴があると
みなせる「専門・技術」「販売」「サービス」に含まれる職業が多いことがわかる。

次に，図 2 に職業分布の男女差を示した。図 1 では，性別ごとに各職業に従事している労働者の割合
を算出し，職業ごとにその割合の男女差（男性の値 − 女性の値）を計算したものを示している。この値
がプラス方向に大きい職業ほど男性の職業分布を特徴づけているもの（男性的），マイナス方向に大き
い職業ほど女性の職業分布を特徴付けているもの（女性的）であることを意味している。図 1 と同様に
すべての職業について図示するのではなく，男性的・女性的なものそれぞれ上位 10 の職業についての
み表示している。また，図 1 で示した長時間労働割合が高い職業については太字で強調している。ここ
で注目すべきは図 1 で示した長時間労働割合が高い職業が男性の職業分布を特徴付けているかというこ
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図 2　職業分布の男女差

とである。
図 2 によると，男性の職業分布は「専門・技術」「販売」「サービス」に含まれる職業によって特徴づ

けられているとはいえない。むしろこれらの職業によって特徴づけられているのは女性の職業分布であ
る。男性の職業分布は「生産工程」などのブルカラー・マニュアル職に偏っている。「自動車運転者」

「商品販売従事者」「保安職業従事者」「運搬労務従事者」は平均的に長時間労働割合が高い職業であり
（図 1），男性の職業分布を特徴付けているものである。「接客・給仕職業従事者」「飲食物調理従事者」
「生活衛生サービス職業従事者」「教員」も平均的に長時間労働割合が高い職業であるが（図 1），どちら
かといえば女性の職業分布を特徴づけているものである。男女の職業分布の差を見るかぎり，長時間労
働に繋がりやすい業務が多い「専門・技術」「販売」「サービス」の職業が男性に多いということではな
く，理論的予測とはやや反している。ただし，例えば「自動車運転者」のように長時間労働是正が重点
的に取り組まれている職業が男性の職業分布を特徴づけている部分もある。

5.2．DFL 分解
上述の記述的分析においては，長時間労働が多い職業と男性の職業分布に強い関連は見られなかっ

た。この点について DFL 分解によって改めて確認する。図 3 に DFL 分解の結果を図示した。ここで
示しているのは，「男性の独立変数の分布が女性と同じであったとき」の反実仮想的な長時間労働割合
である。参考までに，表 2 で示した男女の長時間労働割合の観測値も表示している。反実仮想値は，す
べての独立変数の分布を用いた場合の総計的要因分解と，個々の独立変数の条件づき分布を用いた細目
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図 3　DFL 分解の結果

表 3　DFL 分解の結果（数値情報）

男性の反実仮想値 長時間労働
割合 分布効果 全体に

対する寄与
総分布効果に
対する寄与

すべての独立変数
（総計的要因分解） 0.131 0.039 38.0％ 100.0％

細目的要因分解：
　職業 | 他の X 0.150 0.020 19.7％ 51.8％
　産業 | 他の X 0.167 0.003 2.5％ 6.5％
　企業規模 | 他の X 0.169 0.001 0.8％ 2.1％
　勤続年数 | 他の X 0.169 0.000 0.4％ 0.9％

的要因分解の 2 つについて示している。後者については，例えば，「職業｜他の X」という項目の値は，
「他の共変量について条件づけたときの職業分布が女性と同じである」場合の男性の長時間労働割合を
意味している。独立変数による分布効果が長時間労働の男女差のすべてを説明するとき，男性の反実仮
想値は女性の観測値と一致することになる。

要因分解の数値情報については表 3 に示したので適宜参照されたい。分布効果は，観察値と反実仮想
値の差分 FYM − FY C

M
である。全体に対する寄与は，観察されている男女差に対する当該分布効果の比

率 (FYM − FY C
M
)/(FYM − FYF ) である。総分布効果に対する寄与は，総計的要因分解で得られた総分布

効果に対する当該分布効果の比率 (FYM − F
Y

C,X
M

)/(FYM − FY C
M
) である。

まず，図 3 の「すべての独立変数」についての結果から確認する。統制変数も含めすべての独立変数
の分布が女性と同じである場合，男性の長時間労働割合は 13％へと縮小する。この状況における男女
差は 6.2（=13.1–6.8）ポイントであり，観察されている男女差から 3.9（;10.2–6.2）ポイント減少したこ
とになる（表 2）。この分布効果の寄与率は 38％である（表 2）。残りの約 62％は独立変数の分布の違い
によっては説明できない部分を意味しており，すなわち社会人口学的属性や仕事関連の変数を統制して
もなお男性は女性よりも長時間労働割合が高いことを示唆する。

約 4％ポイントの長時間労働の男女差はどれほどのインパクトであろうか。「仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）憲章」と合わせて 2007 年に作成された「仕事と生活の調和推進のための行動
指針」には，長時間労働の削減に関して 2020 年までに達成すべき数値目標が定められている 8）。各種
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数値目標の達成度を評価している報告書「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）総括文書―
2007～2020―」によると，「週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合」は 2007 年の 10.8％から 2020 年に
は 5.1％へと縮小している 9）。同報告書における長時間労働指標の計算には非正規雇用が含まれている
ため，この間の長時間労働割合の変化には非正規雇用の増加の影響を考慮する必要はある。こうした留
意点はあるものの，同報告書においては，この間の法定残業割増率の引き上げや過労死防止対策の促
進，労働基準監督機関による監督指導などの政策的介入及び，労使における自主的な働き方改革などの
取り組みによって長時間労働割合が減少したと評価している。長時間労働割合の低下に寄与したこれら
の集団的介入の効果（5.7=10.8-5.1）と比較すると，本研究において示されている約 4％ポイントの分布
効果も決して小さくはないと評価できる。つまり，男性の社会人口学的属性や仕事関連の変数の分布が
女性と同一になるという分布効果は，この 13 年間に行われた働き方改革に関連する集団的介入と同程
度である。すなわち，これは，男性の長時間労働傾向に関する社会人口学的属性や仕事関連の変数の分
布効果の影響が決して小さくないということを意味している。

この分布効果のうち，職業分布による影響はどの程度のものであろうか。次に，細目的要因分解の
結果について確認する。「他の共変量について条件づけたときの職業分布のみが女性と同じである」場
合，男性の長時間労働は 15％へと縮小する（図 3）。分布効果は 2 ポイントであり，これは全体の男女
差に対して約 20％，総分布効果に対して約 52％である（表 2）。男性の長時間労働割合は大きく変わっ
ていないように見えるが，総分布効果に対する寄与率は他の仕事関連の変数よりも大きい。産業・企業
規模・勤続年数の分布効果はいずれも 1 ポイント未満であり，総分布効果に対する寄与率もぞれぞれ
6.5％・2.1％・0.9％と目立って大きくはない。すなわち，仕事関連の変数のなかでは職業が最も重要で
あることがわかる。

DFL の分解の結果によると，長時間労働の男女性に対する分布効果は決して小さくなく，個別の変
数としては職業が最も重要であることがわかった。しかし，上述の記述的分析の結果と踏まえると，先
行研究で指摘されていたような長時間労働につながる仕事特性が長時間労働の男女差と性別職域分離を
説明する部分は大きくないと言える。職業の分布効果は大きいものの，そもそも男性の職業分布が長時
間労働が多い職業に偏っているという特徴は見られなかった。

6．議論と結論

以上の分析から得られる知見は以下のとおりである。

1. 長時間労働の男女差に対する独立変数の分布効果は十分に大きく，労働市場における社会人口学
的属性や仕事関連の変数の違いを考慮することが重要である。

2. 産業・企業規模・勤続年数よりも職業の寄与率が最も大きく，長時間労働の男女差に関しては性
別職域分離によって説明できる程度は大きい。

3. しかし，男性の職業分布の特徴が長時間労働が多い職業に明確に偏っていることはなく，「対人
的・ノンマニュアル・非定型的な業務」という仕事特性が長時間労働の男女差に関連していると
はいえない。

職業の分布効果が大きいという知見は，男女間賃金格差の先行研究と対比する上では重要である。上述
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のように，男女間賃金格差研究においては，職業分布よりも勤続年数の違いのほうが分布効果として重
要であると指摘されている。一方で本研究においては，長時間労働の男女差に関しては勤続年数よりも
職業分布の違いのほうが重要であることが示された。つまり，日本においては，職業によって捉えられ
ている働き方の側面は賃金ではなく労働時間であるということが示唆される。

日本の人事制度が職能資格制度に基づいていることからも明らかなように（佐藤ほか 2020），日本で
は職業・職種に明確に報酬が結び付けられているわけではない。職能資格制度のもとでは個々の労働者
の「能力」に対して報酬が支払われるのであり，間接的にはこの「能力」を獲得するためのインプット
が重視される（小野 2016）。すなわち，職業によって捉えられているのがこのインプットであり，職業
ごとに当該「能力」を獲得するために必要なインプット（; 労働時間）が異なっているのである。「能
力」を獲得するために要する業務のなかには，例えば「対人的・ノンマニュアル・非定型的な業務」も
あり，こうした業務への従事が「能力」獲得に重要であるほど当該職業は長時間労働に陥りやすいと解
釈できる。

しかしながら，以上の解釈は本研究においては十分に支持されているとはいえない。確かに，長時間
労働と仕事特性の関連については本研究においても確認された（図 1）。ただし，男性の職業分布がその
ような職業に偏っているということまでは確認できなかった（図 2）。長時間労働の男女差・仕事特性・
性別職域分離の関連についてはやや矛盾している側面があり，今後さらなる検討の余地が残されている
が，本研究においては現時点で想定しうる仮説の一つとして次のように考えている。すなわち，長時間
労働の男女差は，男性が長時間労働の多い職業分布を持っていることではなく，女性が短時間労働が多
い職業分布を持っているという特徴によって捉えられるのではないか。やはり先行研究が指摘するよう
に日本においては長時間労働が慢性化しており，労働時間が長い労働者がどのような職業においても一
定する存在する。ある意味それが通常状態であり，むしろ性別役割分業のもとで家事労働を期待される
女性労働者が，仕事との調整を行いやすいよう，長時間労働割合が小さいもしくは短時間労働が多い職
業を積極的に選択している可能性がある。本研究においては，「男性の職業分布が女性と同じである」
という反実仮想のもとで分析を行っており，端的に言えば女性の職業分布を男性に当てはめていること
と同じである。つまり，本研究の結果は，女性の職業分布の特徴の影響を受けている可能性もある。

これは「反実仮想におけるレファレンスグループ問題」として知られており，唯一の統計学的な対処
はないとされている（Fortin et al. 2011）。本研究の手順と正反対に「

、
　女

、
　性のすべての独立変数の分布が、

　男
、
　性と同じであったときの

、
　女

、
　性の長時間労働割合」を算出することも可能であるが，結果は本研究で示

したものとは異なる可能性がある。今後女性労働者に注目した分析も行う必要がある。
さらに，本研究の限界としてはカテゴリカル変数として職業を用いているという点が挙げられる。理

論的には，本研究で特に注目する職業を，「対人的・ノンマニュアル・非定型的な業務」が多いという理
由で，「専門・技術」「販売」「サービス」という大分類に限定していた。しかし，実際には同じ大分類内
でも個々の職業小分類には違いが存在し，反対に異なる大分類に属していても同じような仕事特性を持
つ職業も存在しうる。本研究では，こうした可能性を無視して各職業カテゴリー（中分類）ごとに固有
のパラメータを想定している。今後は，各職業の特性を正確に捉えられるように，労働政策研究・研修
機構が整備している「職業情報サイト（日本版 O-NET）job tag」で公開されている職業特性の数値情
報などを用いて分析を行う必要がある 10）。職業特性の数値情報を用いることで，例えば「対人的・ノ
ンマニュアル・非定型的な業務が多い」という特徴をより正確に指標化することができる。これによっ
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て，職業分布のうちどのような特性が長時間労働の男女差に影響しているのかということがわかるだろ
う。このような分析は，統計学的な視点からみても，個別の職業ダミーに注目して細目的要因分解を行
うよりも倹約的な手法であるといえる。

本研究では，人々の仕事の特徴を職業という概念によって捉えるという視点から，性別職域分離と長
時間労働の男女差の関連を検討してきた。職業によって捉えられる男女の働き方の違いは長時間労働の
差とも関連しており，先行研究が指摘してきたように職業は人々のライフチャンスの獲得に影響してい
ることが示唆された。ワーク・ライフ・バランスへの関心の高まりのなか，労働時間など非金銭的な仕
事の特徴に関する男女不平等も今後重要になっていくと考えられる。ジェンダー化された職業構造を均
質化していくことでこうした働き方の男女不平等が縮小することを示している本研究は，働き方改革推
進に向けた政策課題を検討する際の基礎資料として活用されることが期待される。

付記

本研究の結果は，統計法に基づいて，独立行政法人統計センターから「平成 19 年就業構造基本調査」（総務省）の
匿名データの提供を受け，独自に作成・加工した統計であり，総務省が作成・公表している統計等とは異なる。

注

1）ただし仕事の自律性が高い場合にも，顧客都合の働き方になってしまい，労働時間が長くなる可能性があるこ
とも指摘されている（高見 2019）。

2）これらの研究は，厳密には学際的な分野の研究と位置づけられるが，職業に注目しているという意味において
社会学的な視点を共有しているとみなせる。

3）https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04273.html，2022 年 5 月 27 日取得。
4）注 3 の報告書を参照されたい。
5）https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05488.html，2022 年 5 月 27 日取得。
6）https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-rousei_126973_00001.html，2022 年 5 月 27 日取得。
7）「自動車運転者」は 1997 年改定の日本標準職業分類で使用されている中分類名称であり，「自動車運転従事者」

は 2009 年改定の日本標準職業分類で使用されているものである。両者は含まれている小分類項目は一致してお
り，同一のものとして理解できる。

8）https://wwwa.cao.go.jp/wlb/government/20barrier_html/20html/indicator.html，2022 年 5 月 27 日取得。な
お，数値目標の達成が 2020 年までとされたのは，2010 年の改定による。

9）https://wwwa.cao.go.jp/wlb/government/top/hyouka/07-20/zentai.html，2022 年 5 月 27 日取得。
10）https://shigoto.mhlw.go.jp/User/download，2022 年 5 月 27 日取得。
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補足資料

表 A1　使用する変数の記述統計量①
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表 A2　使用する変数の記述統計量②

表 A3　使用する変数の記述統計量③


